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気候変動問題と生物多様性の損失という
2つの危機の同時解決へ向けて、
重要な役割を果たす森林。
いま必要な「社会変革」と、
次世代への伝え方を考える。
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次 世 代 へ、 何 を ど う 伝 え る の か？



■   

気
候
変
動
と
生
物
多
様
性
の
損
失

　

 

２
つ
の
危
機
の
同
時
解
決
に
向
け
て

　

い
ま
、
私
た
ち
は
大
き
な
岐
路
に
立
た
さ
れ

て
い
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

全
世
界
の
さ
ま
ざ
ま
な
立
場
の
人
た
ち
が
目
先

の
利
益
追
求
に
と
ら
わ
れ
ず
、
互
い
に
協
力
し

あ
う
こ
と
で
気
候
変
動
や
生
物
多
様
性
の
損
失

と
い
っ
た
地
球
規
模
の
課
題
を
解
決
す
る
こ
と

が
で
き
る
か
否
か
が
問
わ
れ
て
い
る
か
ら
で
す
。

　

私
た
ち
は
、
18
世
紀
に
始
ま
っ
た
産
業
革
命

を
原
点
と
し
て
化
石
燃
料
に
依
存
し
た
技
術
革

新
を
推
し
進
め
る
こ
と
で
、
物
質
的
な
豊
か
さ

を
手
に
し
て
き
ま
し
た
。
半
面
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
得
る
た
め
に
化
石
燃
料
を
燃
や
す
こ
と
で
、

二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
を
大
量
に

大
気
に
排
出
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の

よ
う
な
人
間
活
動
の
影
響
が
、
地
球
温
暖
化
を

引
き
起
こ
し
て
き
た
こ
と
は
、
も
は
や
疑
う
余

地
が
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
地
球
温
暖
化
は
、

熱
波
や
豪
雨
、
干
ば
つ
、
熱
帯
低
気
圧
の
よ
う

な
、い
わ
ゆ
る
「
気
象
の
極
端
現
象
」
の
増
加
や
、

水
不
足
や
食
料
生
産
へ
の
悪
影
響
を
も
た
ら
す

な
ど
、
世
界
の
人
々
の
暮
ら
し
に
影
響
を
及
ぼ

し
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
に
あ
っ
て
、

国
際
社
会
で
は
年
平
均
気
温
の
上
昇
を
産
業
革

命
以
前
に
比
べ
て
1.5
℃
以
内
に
抑
え
る
努
力
を

す
る
こ
と
を
世
界
共
通
の
目
標
と
し
て
合
意
し

ま
し
た
（
２
０
１
５
年
パ
リ
協
定
）。
こ
の
目
標
の

達
成
に
は
、
２
０
５
０
年
ご
ろ
ま
で
に
「
炭
素

出典：IPCC「第6次評価報告書」より　AR6SYR_SPM_Fig1cを翻訳改変
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次世代を生きる子どもたちが、
将来、より暑い世界を経験する
度合いは、いまを生きる私たちが、
どのように気候変動に対処して
いくかによって決まっていく。

C
カ ー ボ ン

arbon N
ニ ュ ー ト ラ ル

eutral
炭素中立とは？
人間の活動による二酸化炭素など温

室効果ガスの排出量を抑制し、二酸

化炭素の吸収量を増やすことで、炭

素に換算したときの温室効果ガスの

均衡を自然状態に近づけること。

世界の年平均気温の変化と、3つの代

表的な世代（1950年生まれ、1980年生

まれ、2020年生まれ）が生涯にわたっ

て経験する気候。世代のアイコンの

色は、年ごとの世界平均気温の縦縞

に対応し、将来のアイコンでは、起

こりうる将来の経験を層で区別して

いる。

温室効果ガス

世界の年平均気温の上昇を1.5℃以
内に抑えるためには、2050年ごろ
までに温室効果ガスの排出量を実質
ゼロとする「炭素中立」を実現する
ことが必要だ。

炭素中立と
自然再興を結ぶ鍵
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消費の
削減

持続可能な
生産

その他の
要因の削減

気候変動
対策

保全・
再生

2020 年

2000 年 2050 年

現
状

を
変

え
る

こ
と

が
で

き
な

け
れ

ば
、

生
物

多
様

性
は

、
大

き
く

失
わ

れ
て

い
く

効
果

的
に

対
策

を
積

み
重

ね
る

こ
と

が
で

き
れ

ば
、

生
物

多
様

性
は

回
復

す
る

。

2040 年

2030 年

2010 年

中
立
」
を
実
現
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

私
た
ち
人
類
の
活
動
に
よ
る
も
う
ひ
と
つ
の

危
機
が
「
生
物
多
様
性
の
損
失
」
で
す
。
私
た

ち
の
暮
ら
し
は
、「
生
態
系
サ
ー
ビ
ス
」
と
も
呼

ば
れ
る
、
多
様
な
生
物
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る

生
態
系
が
も
た
ら
す
さ
ま
ざ
ま
な
「
恵
み
」
を

享
受
す
る
こ
と
で
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
現
在
約
１
０
０
万
種
の
生
物
が
絶
滅
の
危
機

に
直
面
し
て
い
る
な
ど
、
か
つ
て
な
い
速
度
で

地
球
全
体
の
自
然
環
境
が
変
化
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
変
化
を
引
き
起
こ
す
直
接
的
な
要

因
と
し
て
は
、
人
間
活
動
に
よ
る
①
陸
や
海
の

利
用
の
変
化
、
②
生
物
の
直
接
的
採
取
、
③
気

候
変
動
、
④
汚
染
、
⑤
外
来
種
の
侵
入
、
な
ど

が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
の
直
接
的
な
要
因

は
、
急
激
な
人
口
増
加
や
持
続
不
可
能
な
生
産
・

消
費
と
い
っ
た
間
接
的
な
要
因
に
よ
っ
て
引
き

起
こ
さ
れ
て
お
り
、
直
接
的
・
間
接
的
な
要
因

は
過
去
50
年
間
で
増
大
し
て
い
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
に
あ
っ
て
、
国
際
社
会

で
は
２
０
３
０
年
ま
で
に
生
物
多
様
性
の
損
失

を
食
い
止
め
、
反
転
さ
せ
て
回
復
軌
道
に
の
せ

「
自
然
再
興
」
を
実
現
す
る
た
め
の
緊
急
の
行
動

を
と
る
こ
と
を
世
界
共
通
の
目
標
と
し
て
合
意

し
ま
し
た
（
昆
明
・
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル
多
様
性
枠
組
の

２
０
３
０
年
目
標
）。

　

こ
れ
ま
で
の
政
策
で
は
、
気
候
変
動
と
生
物

多
様
性
の
損
失
は
、
個
別
の
問
題
と
し
て
対
応

さ
れ
る
こ
と
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。
し
か
し
、

も
し
気
候
変
動
を
制
御
で
き
な
け
れ
ば
、
生
物

生物多様性の損失を食い止めて、次
世代を生きる子どもたちに、生態系
がもたらすさまざまな「恵み」を残
せるかどうかは、いまを生きる私た
ちの決断と行動に委ねられている。

地球上には、およそ3000万種ともいわれるさま
ざまな生物が、それぞれに網の目状に関係し合い
ながら、複雑で多様な自然生態系をつくりあげて
いる。それら生物多様性が人間の活動によって急
速に失われつつあり、現代は、地球生命史にお
ける第6の大量絶滅時代ともいわれる。

出典：図は、「Global Biodiversity Outlook 5」（国連環境計画）の
A portfolio of actions to reduce loss and restore biodiversity
より環境省訳を参照改変
イラストは「Bending the curve of biodiversity loss」
ⒸAdam Islaam（IIASA）を参考に新規作画

illustration by Nakajima Yoko
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ositive
自然再興とは？
生物多様性の損失を食い止め、反転さ

せて回復軌道にのせること。2022年

の生物多様性条約第15回締約国会議

において「昆明・モントリオール多様性

枠組の2030年目標」に掲げられた。

生物多様性



の
分
布
や
機
能
な
ど
、
生
態
系
の
劣
化
が
さ
ら

に
進
行
す
る
と
予
測
さ
れ
ま
す
。
生
態
系
は
、

温
室
効
果
ガ
ス
の
吸
収
・
放
出
と
気
候
変
動
の

抑
制
を
下
支
え
す
る
生
存
基
盤
と
し
て
重
要
な

役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
以
上
の
気
候

変
動
の
進
行
や
人
間
の
活
動
に
よ
る
生
態
系
の

劣
化
が
進
む
な
ら
、
生
物
多
様
性
が
支
え
て
き

た
生
態
系
に
よ
る
気
候
の
安
定
化
と
い
っ
た
働

き
も
脅
威
に
晒さ

ら

さ
れ
、
加
速
度
的
に
地
球
温
暖

化
が
進
行
し
て
し
ま
い
か
ね
ま
せ
ん
。
そ
の
た

め
、
こ
れ
ら
の
課
題
を
統
合
的
に
考
え
る
こ
と

で
、
人
類
が
住
み
続
け
ら
れ
る
気
候
、
生
物
多

様
性
の
維
持
と
す
べ
て
の
人
の
良
質
な
生
活
に

向
け
た
２
つ
の
世
界
目
標
へ
の
同
時
対
応
が
求

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

■

気
候
変
動
対
策
は
生
物
多
様
性
に

　

ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
か

　

気
候
変
動
対
策
に
は
生
物
多
様
性
保
全
策
と

協
調
で
き
る
も
の
と
、
相
反
す
る
関
係
に
あ
る

も
の
が
あ
り
ま
す
。
た
と
え
ば
バ
イ
オ
エ
ネ
ル

ギ
ー
作
物
（
樹
木
、
多
年
生
草
本
、
一
年
生
作
物
を
含

む
）
の
大
規
模
な
単
一
栽
培
は
、
生
態
系
に
悪

影
響
を
及
ぼ
し
、
他
の
多
く
の
自
然
の
恵
み
を

減
じ
て
し
ま
い
ま
す
。
ま
た
、
も
と
も
と
森
林

で
は
な
か
っ
た
生
態
系
へ
の
植
林
や
、
外
来
樹

種
を
用
い
た
単
一
樹
種
の
再
植
林
は
、
気
候
変

動
の
緩
和
に
貢
献
は
し
ま
す
が
、
生
物
多
様
性

に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
一
方
で
、
熱
帯
雨
林
や
マ
ン
グ
ロ
ー

自
然
生
態
系
損
失
の
回
避

保
護
区
の
拡
大
と
管
理
改
善

劣
化
し
た
生
態
系
の
再
生

種
の
再
導
入
と
個
体
群
再
生

持
続
可
能
な
農
業

持
続
可
能
な
水
産
業

生
態
系
へ
の
脅
威
削
減

森
林
火
災
の
管
理

補
助
金
の
見
直
し

持
続
可
能
な
生
産
と
消
費

森
林
炭
素
吸
収
源
の
保
全

海
洋
炭
素
吸
収
源
の
保
全

森
林
再
生

海
洋
炭
素
吸
収
源
再
生

泥
炭
地
の
保
全
と
再
生

持
続
可
能
な
森
林
管
理

新
規
植
林

農
業
に
お
け
る
気
候
変
動
緩
和
・
適
応

家
畜
・
放
牧
管
理
の
改
善

フ
ー
ド
ロ
ス
削
減

食
の
選
択
の
変
化

バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
Ｂ
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ

水
力
発
電

森
林
炭
素
吸
収
源
の
保
全

海
洋
炭
素
吸
収
源
の
保
全

森
林
再
生

海
洋
炭
素
吸
収
源
再
生

泥
炭
地
の
保
全
と
再
生

持
続
可
能
な
森
林
管
理

新
規
植
林

農
業
に
お
け
る
気
候
変
動
緩
和
・
適
応

家
畜
・
放
牧
管
理
の
改
善

フ
ー
ド
ロ
ス
削
減

食
の
選
択
の
変
化

バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
Ｂ
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ

水
力
発
電

そ
の
他
の
代
替
エ
ネ
ル
ギ
ー

太
陽
光
発
電

自
然
生
態
系
損
失
の
回
避

保
護
区
の
拡
大
と
管
理
改
善

劣
化
し
た
生
態
系
の
再
生

種
の
再
導
入
と
個
体
群
再
生

持
続
可
能
な
農
業

持
続
可
能
な
水
産
業

生
態
系
へ
の
脅
威
削
減

森
林
火
災
の
管
理

補
助
金
の
見
直
し

持
続
可
能
な
生
産
と
消
費

生
物
多
様
性
の
主
流
化

生物多様性保全策気候変動対策
生態系 食料 エネルギー 保護 再生 管理 転換

生物多様性保全策 気候変動対策
生態系 食料 エネルギー保護 再生 管理 転換

出典：「Scientific Outcomes biodiversity 
 and climate change」

（IPBES, IPCC 2021）

＊注：BECCS（Bioenergy with Carbon 
Capture and Storage）：化石燃料の代
わりにトウモロコシなどのバイオエネルギ
ー作物（BE）からエネルギーを取り出す
ことでカーボンニュートラルを実現すると
ともに、その際に発生した二酸化炭素を回
収・貯留する技術（CCS）を組み合わせる
ことで二酸化炭素除去を行う方法。

＊
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気候変動対策が生物多様性保全
策に及ぼす影響（左）と、生物多
様性保全策が気候変動対策に及
ぼす影響（右）を示した図。青い
線はポジティブな効果を、オレ
ンジの線はネガティブな効果を
表している。ここに示した対策
には未だ仮説段階のものや、大
規模に展開されていないものも
含まれるため、今後の研究によっ
て知見が変化する可能性がある
点に注意が必要である。

炭素中立と
自然再興を結ぶ鍵
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ブ
林
な
ど
、
多
様
な
生
物
の
生
息
地
に
な
っ
て

お
り
、
か
つ
炭
素
貯
留
量
の
大
き
い
生
態
系
の

保
全
や
復
元
は
、
生
物
多
様
性
保
全
に
も
寄
与

す
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
フ
ー
ド

ロ
ス
の
削
減
や
反は

ん

芻す
う

動
物
（
牛
な
ど
）
の
肉
や
乳

製
品
の
需
要
を
減
ら
す
よ
う
な
食
の
選
択
の
変

化
と
い
っ
た
、
他
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を

減
ら
す
取
り
組
み
も
、
生
物
多
様
性
保
全
に
有

効
な
対
策
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

■

生
物
多
様
性
保
全
は
気
候
変
動
対
策
に

　

ど
の
よ
う
に
影
響
す
る
か

　

生
物
多
様
性
や
そ
れ
に
伴
う
生
態
系
サ
ー
ビ

ス
の
損
失
を
抑
制
す
る
た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
政

策
措
置
は
、
多
く
が
気
候
変
動
対
策
に
有
効
で

す
。
た
と
え
ば
、
生
物
多
様
性
と
生
息
地
の
保

全
の
主
な
方
策
に
は
、
保
護
区
を
設
定
し
た
り
、

保
護
区
と
分
断
さ
れ
た
生
息
地
を
緑
地
帯
で
つ

な
ぐ
こ
と
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
こ
う
し

た
生
息
地
の
保
全
は
、、
植
生
や
土
壌
が
二
酸
化

炭
素
を
吸
収
す
る
こ
と
を
通
じ
て
気
候
変
動
の

緩
和
に
貢
献
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
■

炭
素
中
立
と
自
然
再
興
の
同
時
達
成
に

　

向
け
た
社
会
変
革
の
必
要
性

　

２
つ
の
世
界
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、

こ
れ
ま
で
の
努
力
を
超
え
る
迅
速
で
広
範
な
行

動
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
特
に
、
経
済
、
社

会
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
仕
組
み
を
根
本
的
に
設
計

し
直
す
「
社
会
変
革
」
が
鍵
と
な
り
ま
す
（
Ｉ
Ｐ

●より良い暮らしの多様なビジョンを受け入れる
●使うものを減らし、ゴミも減らす
●持続可能な社会のため、責任感の範囲を広げる
●所得やジェンダーなどに関する不平等をなくしていく
●さまざまな意見を大事にして、

保全による自然の恵みを公平に分配する
●海外への影響も自分のこととして考える
●環境に優しい技術、変革、投資を進める
●人を多面的にとらえ、知識や技術の習得、

価値観の形成などを包括的に支援する

政府間組織や政府、NGO、市民団体、

地域コミュニティ、科学・教育機関、

民間企業など。

介入点
LEVERAGE POINTS

間接要因 直接要因人間活動

価
値
観
と
行
動

漁業

例：

農業

エネルギー

林業

鉱山採掘

観光

インフラ

保全
など

侵略的外来種

土地/
海域利用変化

直接採取

汚染

気候変動

その他

人口と
社会文化

経済と技術

制度とガバナンス

紛争と伝染病

出典：
「ipbes global assessment report summary 
for policymakers」 （IPBES）より平易な表現に
要約改変。IPBESは、生物多様性および生態
系サービスに関する政府間機関で、国連環境計
画と連携して活動している。上図は同レポート
の表紙。
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ほんの少し変えるだけで、複雑なシス
テム全体に大きな変化をもたらす可能
性をもつ要素（ポイント）。レバレッジは、
「てこ」を意味する言葉で、「少ない労
力で大きな効果を得ること」を意味する。
ここにうまく働きかけることで、状況を
好転できるかもしれない。

自然破壊の根本的な要因となってい
る間接要因に関わるさまざまな立場
の人たちが協力して対処していくこ
とで、自然環境（生物多様性）を保
全することにつながる。

さまざまな立場の人たちが協力して、それぞ
れによりよい方向に少しずつ価値観と行動
を変えていくことで、複雑な社会システム全
体に大きな変革をもたらす可能性がある。

炭素中立と
自然再興を結ぶ鍵

特集◉



Ｃ
Ｃ
第
６
次
評
価
報
告
書
Ｗ
Ｇ
３
な
ど
）。
そ
の
実
現

に
は
、
官
民
す
べ
て
の
主
体
が
連
携
し
た
新
し

い
視
野
か
ら
の
統
合
的
な
取
り
組
み
や
、
取
り

組
み
を
促
す
た
め
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
設
計
（
動

機
づ
け
の
仕
組
み
づ
く
り
）
と
い
っ
た
働
き
か
け
が

重
要
で
す
（
P. 

12
の
図
参
照
）。
な
か
で
も
、
個

人
の
あ
ら
ゆ
る
側
面
を
考
慮
し
、
社
会
的
学
習

な
ど
の
「
全
人
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
を
取
り
入
れ

た
教
育
は
、
知
識
や
技
術
の
伝
達
に
と
ど
ま
ら

ず
、
価
値
観
の
形
成
な
ど
、
持
続
可
能
な
社
会

へ
の
変
革
に
深
く
関
わ
る
重
要
な
役
割
を
果
た

す
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
（
た
と
え
ば
、
子
ど
も
が

学
ん
だ
持
続
可
能
な
生
活
習
慣
を
家
庭
に
持
ち
帰
っ
て

実
践
す
る
こ
と
で
、
親
世
代
に
も
新
し
い
知
識
や
価
値

観
が
伝
達
し
、
家
族
全
体
が
持
続
可
能
な
社
会
の
一
員

と
し
て
行
動
す
る
よ
う
に
な
る
、
な
ど
）。

■

森
林
総
研
の
取
り
組
み

森
林
総
合
研
究
所
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
生
物

の
分
布
・
生
態
お
よ
び
生
態
系
サ
ー
ビ
ス
の
実

態
を
解
明
す
る
研
究
や
、
土
地
利
用
の
変
化
や

気
候
変
動
に
対
す
る
生
物
多
様
性
の
応
答
を
予

測
す
る
モ
デ
ル
の
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

こ
う
し
た
モ
デ
ル
を
用
い
て
シ
ナ
リ
オ
分
析
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
中
長
期
的
な
対
策
の
方
針

を
決
め
る
際
の
判
断
材
料
を
提
供
す
る
こ
と
が

可
能
に
な
り
ま
す
。
今
後
も
こ
れ
ら
の
研
究
を

発
展
さ
せ
る
こ
と
で
、
持
続
可
能
な
社
会
の
実

現
へ
と
導
く
ア
プ
ロ
ー
チ
を
提
供
し
続
け
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
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森林総研の研究開発と取り組み

公開された観測データ等を用いて、土地利用や気候といった環境条件の変化
に対する生物多様性や生態系サービスの応答を予測するモデルを開発。シ
ナリオ分析を行うことで、意思決定に役立てることができる。図は、3 種類
の将来シナリオごとの生物種数の変化率を比較した例（Hirata et al. 2024）。

さまざまな生物の分布・生態および生態系サー
ビスの実態を明らかにするために、現地調査を
実施し、分析・研究を行っている。画像は、森
林総合研究所で収集（あるいは関与）し、さまざ
まな人が利用可能な形で提供している研究関連
データべースの例。

森林総研は、育児中の職員の支援などダイバーシ
ティ推進の取り組みにより、多様で柔軟な働き方を
実現し活躍できる組織を目指している。図は森林総
研を含む（国研）森林研究・整備機構の育児休業
取得状況。

広報誌『季刊 森林総研』をはじめ、一般公開
などのイベントや YouTube「森林総

研チャンネル」などで、研究成果
をわかりやすく伝えられるように取

り組んでいる。下の写真は、夏休み期
間に公開している『もりの展示ルーム』
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特段の緩和策を実施しない

植林の導入を中心に
二酸化炭素除去を実施

BECCS 導入を中心に
二酸化炭素除去を実施

観測／データの公開

ダイバーシティへの取り組み

モデルの開発／シナリオ分析

次世代へ伝える取り組み

https://www.ffpri.affrc.go.jp/database.html
https://www.youtube.com/c/FFPRIchannel/



